
【資料１０】

業種 受入機関数

耕種 292

畜産 99

391

（うち派遣形態：７機関）

耕種

畜産

宮城県 耕種 カンボジア：１人 １人

福島県 畜産 ベトナム：６人 ６人

畜産

畜産

合計

受入れ先 業種 国籍別人数

インドネシア：１人

北海道

フィリピン：２人

畜産

栃木県
耕種

ベトナム：２人

ベトナム：４１人

農業分野における特定技能での受入状況

2020年7月29日現在

カンボジア：１人

ベトナム：６人

中国：７人

耕種
中国：３人

中国：２人

ベトナム：１４人

カンボジア：１６人

中国：６人

中国：４人

フィリピン：１人

耕種

ネパール：２人

畜産

青森県

茨城県

耕種

合計（県別人数）耕種・畜産別人数

フィリピン：４人

中国：１０人
ベトナム：５５人
インドネシア：１人
フィリピン：５人
カンボジア：１６人
ネパール：２人

８９人

（耕種：３８人、畜産：５１
人）

中国：８人 中国：８人
フィリピン：２人

１０人

中国：２人
ベトナム：２１人
カンボジア：１人

２４人

（耕種：２２人、畜産：２人）

ベトナム：１９人

カンボジア：１人

７１人

（耕種：６５人、畜産：６人）

中国：９人
ベトナム：２６人

インドネシア：２３人
カンボジア：９人

タイ：３人
ラオス：１人

ベトナム：２３人

インドネシア：２２人

カンボジア：９人

タイ：３人

ラオス：１人

中国：２人

ベトナム：３人

インドネシア：１人

１９人

（耕種：１７人、畜産：２人）
ウズベキスタン：１人

ベトナム：２人

ベトナム：９人

カンボジア：５人

ベトナム：２人

インドネシア：３人

群馬県
中国：３人

ベトナム：１１人
インドネシア：３人

１７人

（耕種：１２人、畜産：５人）

埼玉県
耕種

中国：２人

中国：２人
ベトナム：１１人
カンボジア：５人

ウズベキスタン：１人

ベトナム：９人

畜産
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神奈川県 耕種 ミャンマー：１人 １人

新潟県 耕種 ベトナム：１人 １人

耕種

耕種

畜産

耕種

畜産

千葉県

中国：１人
ベトナム：１０人
カンボジア：２人

タイ：１人

中国：１０人
ベトナム：５人

長野県

静岡県 耕種

山梨県 耕種
ベトナム：１人 ベトナム：１人

モンゴル：１人モンゴル：１人

岐阜県

中国：８人

ベトナム：３人

ベトナム：１人

中国：１人

滋賀県
耕種

大阪府

フィリピン：１人

三重県
中国：１人

ベトナム：４人

ベトナム：４人

ベトナム：１人
インドネシア：４人

５人

（耕種：３人、畜産：２人）

ベトナム：１人
インドネシア：４人

インドネシア：２人

インドネシア：２人

インドネシア：４人

中国：６人
ベトナム：４人
フィリピン：５人

インドネシア：１７人
カンボジア：５人
モンゴル：１人
スリランカ：２人

４０人

（耕種：３７人、畜産：３人）

フィリピン：５人

カンボジア：５人

中国：６人

インドネシア：１７人

ベトナム：５人

耕種

中国：２人

フィリピン：２人

カンボジア：６人

ベトナム：１人

中国：１人

カンボジア：２人

タイ：１人

ベトナム：１人

畜産
中国：１人

４９人

（耕種：３３人、畜産：１６
人）

中国：８人
ベトナム：２９人
フィリピン：２人
インドネシア：１人

タイ：６人
ミャンマー：２人
モンゴル：１人

タイ：２人

ベトナム：９人

フィリピン：２人

耕種

中国：７人

ベトナム：２０人

インドネシア：１人

タイ：４人

モンゴル：１人

畜産

中国：１人

ミャンマー：２人

１４人

畜産
中国：２人

ミャンマー：１人

畜産
モンゴル：１人

スリランカ：２人

耕種

１５人

（耕種：８人、畜産：７人）

２人

ベトナム：１０人

５人

（耕種：１人、畜産：４人）

畜産
中国：５人

ベトナム：３人

愛知県

中国：７人
ベトナム：１４人
フィリピン：２人
カンボジア：６人

２９人

（耕種：２１人、畜産：８人）

ベトナム：１１人

和歌山県 耕種 ベトナム：１人

カンボジア：２人

中国：１人
ベトナム：１人
カンボジア：２人

４人

５人

（耕種：４人、畜産：１人）ベトナム：１人

兵庫県

耕種
中国：１人

中国：１人
ベトナム：５人
フィリピン：１人

７人

（耕種：４人、畜産：３人）

ベトナム：３人

畜産
ベトナム：２人
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岡山県 耕種 ベトナム：１人 １人

広島県 耕種 中国：１人 １人

耕種

畜産

畜産

畜産

畜産

宮崎県 耕種 ベトナム：１人 １人

畜産

沖縄県 耕種

インドネシア：１８人
インドネシア：１８人
カンボジア：１２人
ミャンマー：１人

３１人

ベトナム：１人

鹿児島県
耕種

ベトナム：２人

フィリピン：４人

カンボジア：６人

ベトナム：４人
フィリピン：４人
カンボジア：６人

１４人

（耕種：１２人、畜産：２人）

大分県
耕種

中国：４人

中国：４人
ベトナム：５人
フィリピン：４人
カンボジア：３人

１６人

（耕種：１４人、畜産：２人）

ベトナム：５人

フィリピン：２人

カンボジア：３人

フィリピン：２人

３人
ミャンマー：２人

カンボジア：６人長崎県

ベトナム：１人

ベトナム：８人
フィリピン：３人
カンボジア：６人
ミャンマー：１人

１８人

（耕種：１７人、畜産：１人）

ベトナム：１人

熊本県

タイ：３人

中国：６人
ベトナム：８人

フィリピン：１１人
インドネシア：１１人
カンボジア：３６人

タイ：３人
ミャンマー：２人

７７人

（耕種：７６人、畜産：１人）

畜産
ベトナム：２人

ベトナム：９人

フィリピン：５人

カンボジア：１人

耕種

佐賀県 耕種
フィリピン：１人 フィリピン：１人

ミャンマー：２人

ベトナム：３人
カンボジア：１１人

中国：４人
ベトナム：１１人
フィリピン：５人
カンボジア：１人
ミャンマー：５人

１４人

高知県 耕種 ベトナム：７人

ミャンマー：２人

中国：３人
ベトナム：７人
ミャンマー：２人

１２人

中国：１人

カンボジア：８人
耕種

ミャンマー：１人
香川県

畜産
ラオス：１人

福岡県

徳島県

耕種
中国：３人

中国：４人
ベトナム：２人
フィリピン：２人
インドネシア：２人

１０人

（耕種：５人、畜産：５人）
畜産

中国：１人

インドネシア：２人

ベトナム：２人

フィリピン：２人

ベトナム：２人

耕種

中国：６人

ベトナム：７人

フィリピン：１１人

インドネシア：１１人

カンボジア：３６人

ミャンマー：２人

耕種

ベトナム：７人

ミャンマー：５人

フィリピン：３人

ミャンマー：１人

カンボジア：４人

ベトナム：３人

中国：３人

中国：４人

ベトナム：１人

山口県
タイ：２人 ベトナム：１人

タイ：２人

３人

（耕種：２人、畜産：１人）ベトナム：１人

２６人

（耕種：１９人、畜産：７人）

カンボジア：１２人
ミャンマー：１人
ラオス：１人

１４人

（耕種：９人、畜産：５人）

愛媛県 耕種
カンボジア：１１人
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耕種

畜産

※農業特定技能協議会の加入状況より

８４４人

沖縄県 耕種 カンボジア：１２人
インドネシア：１８人
カンボジア：１２人
ミャンマー：１人

３１人

ミャンマー：１人

全合計

中国：７３人
ベトナム：１６７人
フィリピン：３４人
インドネシア：７６人
カンボジア：１２９人

タイ：１３人
ミャンマー：１０人
モンゴル：２人
ラオス：１人
ネパール：２人

ウズベキスタン：１人

中国：９１人
ベトナム：２５７人
フィリピン：４７人
インドネシア：８４人
カンボジア：１３４人

タイ：１５人
ミャンマー：１７人
モンゴル：３人
スリランカ：２人
ラオス：２人
ネパール：２人

ウズベキスタン：１人

中国：１８人
ベトナム：９０人
フィリピン１３人
インドネシア：８人
カンボジア：５人

タイ：２人
ミャンマー：７人
モンゴル：１人
スリランカ：２人
ラオス：１人

６５５人

耕種：５０８人
畜産：１４７人

特定技能１号在留外国人数（令和２年５月末時点）
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【地域・都道府県別一覧表】

地域 都道府県 受入れ機関数 受入先人数 地域別人数

北海道 北海道 52 89 89

青森県 6 10

岩手県 0 0

宮城県 1 1

秋田県 0 0

山形県 0 0

福島県 3 6

茨城県 50 71

栃木県 14 24

群馬県 11 17

埼玉県 10 19

千葉県 27 49

神奈川県 3 1

東京都 2 0

山梨県 2 2

長野県 28 40

静岡県 5 14

新潟県 0 1

富山県 0 0

石川県 0 0

福井県 0 0

岐阜県 5 15

愛知県 24 29

三重県 3 5

滋賀県 4 5

京都府 0 0

大阪府 3 5

兵庫県 5 7

奈良県 0 0

和歌山県 2 4

鳥取県 0 0

島根県 0 0
岡山県 1 1
広島県 1 1
山口県 3 3
徳島県 7 10
香川県 12 14
愛媛県 2 14
高知県 7 12
福岡県 16 26
佐賀県 3 3
長崎県 9 18
熊本県 43 77
大分県 8 16
宮崎県 1 1
鹿児島県 6 14

沖縄 沖縄県 12 31 31
391 655 655合計

東北

関東

中国四国

九州

55

155

北陸

東海

近畿

49

21

17

237

1
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（資料１１） 

令和２年８月４日 

特定技能制度に関するアンケート調査の結果について 

（令和２年７月 27日時点） 

農林水産省経営局就農・女性課 

○集計結果

当課では、農業特定技能協議会の加入通知書を送付する際に、特定技能制度

に関するアンケート調査を実施している（調査項目は別紙参照）。令和２年７

月 27日時点で当該協議会に加入している 389機関のうち、追加で回答があっ

たものは 197機関であり、今までで合計 233機関からの回答があった。（回答

率は約６割。） 

１ 特定技能所属機関（受入れ機関）に関する基礎情報について 

（今回外国人を受け入れた業務区分について） 

 受入業務区分については、今までに回答があった 233機関のうち 163機関（約

７割）が耕種農業全般であり、70 機関（約３割）が畜産農業全般で受入れを行

っている。この耕種・畜産の割合は、前回集計（令和２年１月）時と大きな変化

はなかった。 
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（現在、経営している品目） 

耕種農業全般については、「野菜」を経営している機関が 63%で最も多く、

次いで「その他」「水稲」の順となっており、前回集計時と同様の結果となっ

ている。なお、「その他」と回答した機関については、お茶、野菜苗、ビー

ツ、馬鈴薯、大葉、菌床しいたけの経営を行っている。また、畜産農業全般に

ついては、「酪農」が 49%と最も多く、次いで「養鶏」「養豚」となっており、

こちらも前回集計時と同様の結果であった。

耕種農業全般の主な品目については、水稲、大根、にんじん、トマト、レタ

ス、ネギ、水菜、メロン、いちご、甘藷、小松菜、ほうれん草、れんこん、茄

子、ゴボウ等であり、畜産農業全般の主な品目については、子牛の販売、酪農、

養豚、採卵鶏等となっている。 

（登録支援機関への委託の有無について） 

 登録支援機関への支援業務委託の有無については、233機関の約９割に当たる

213機関が登録支援機関を活用している。前回集計時は 36機関の約８割に当た

る 28機関が活用しているとの結果であり、登録支援機関の活用の割合は引き

続き高い状況となっている。 
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 また、月々の委託費用については、下記のとおりであり、16,000円～20,000

円が 31％と最も割合が高くなっている（前回集計時は 17％）。なお、月々の最

低金額は 5,000円で、最高金額は 40,000円との回答があった。 

 登録支援機関の選定については、「技能実習の時から付き合いのある監理団

体にお願いした」との回答があった一方で、「インターネットで探した」、「Ｊ

Ａからの紹介」、「県の広報から探した」、「技能実習受入れ先の関連会社か

ら」、「知人の紹介」「元技能実習生からの紹介」との回答もあった。 

２ 受入れ実現に向けた経緯、手続、課題等について 

（人材確保の方法について） 

 外国人材を確保するにあたっては、約８割の機関が元々技能実習生として受

け入れていた外国人材を改めて特定技能として受け入れていると回答してお

り、前回集計時（７割）と同様、引き続き高い割合となった。また、技能実習

の監理団体や送出し国の送出し機関に相談して、外国人材を確保している事例

もある。「その他」としては、「登録支援機関のサポートにより、現地送出し機

関を介して、外国人を探した。」、「実習生からの紹介」、「知人の紹介により、

技能実習を修了した外国人を受け入れた」、「日本に在国している外国人のコミ

ュニティに対して会社概要を明確にして募集した」、「他社倒産で組合から頼ま

れ受け入れた技能実習生が継続して働きたいと言ってきたため」等の回答があ

った。 
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（特定技能制度を活用するに当たって苦労した点や課題等について） 

 苦労した点については、約５割の機関が「申請に必要な書類が多く、準備に

時間がかかった。」、約３割の機関が「制度が複雑でわかりづらかった。」と、

回答しており、前回集計時とほぼ同様の結果となっている。 

直近５年間での農業分野の受入れ数が毎年約 3,000～4,000人増加している

技能実習制度と比較した場合、必要な書類数はむしろ若干少ない上に、受入れ

までの申請主体も地方入管のみ（技能実習制度は外国人技能実習機構と地方入

管の２段階）となっている一方、農業現場からは、依然として提出書類や手続

きの簡素化を求める声が強い状況となっている。 
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その他苦労した点や課題等に係る回答（自由記載）は、以下のとおり。 

・ 送出し国での特定技能制度の認知度が低く、募集に苦労した。

・ 送出し国内の仕組みが整備されておらず、募集やビザの発給等に手間や時

間が非常にかかっている。 

・ 給与の設定額が高く、予想以上に人件費がかかる。

・ 制度を性急に作ったため、出入国在留管理庁が大変すぎることと、出張所

の職員ではまだ対応できない。 

・ 税金のようにマイナンバーカードを利用して Webから手続きできるように

して欲しい。税務署その他に照会できるシステムが必要。 

・ 入管の審査の指摘事項に統一性がなく曖昧。審査にかかる時間やステータ

スなどが不明瞭で、派遣先からのクレームを受けたり、審査のリードタイム

が読めないことから契約の取り消しなどが発生している。入管の担当審査官

への連絡が繋がらない。様式の記載例が不十分なものが多く、修正のやりと

りに時間を要した。最初から記載例で示せばやりとりが減ると感じた。 

・ 今回の制度は「畜産農業全般」というくくりで制度設計をされたので非常

に良かった。これまでは、鶏はよいがウズラはダメ、鴨はダメ、七面鳥はダ

メなどと言われ困っていた。

・ 登録支援機関がガイダンス、書類作成を行ってくれたので比較的楽だっ

た。 

・ 登録支援機関が詳しく説明してくれたのでわかりやすかった。信頼できる

登録支援機関に出会えて安心できた。 

以上 
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＜対策のポイント＞
改正入管法の下での農業、漁業、飲食料品製造業及び外食業の各分野における外国人材の確保、地域への定着と適正な受入れに向けて、外国人材の
知識及び技能を確認するための試験を実施するとともに、就労する外国人材が働きやすい環境の整備等を支援します。
＜政策目標＞
○ 農業、漁業、飲食料品製造業及び外食業の分野における外国人材の確保と適正かつ円滑な受入れ
○ 就労する外国人材が働きやすい環境の整備の推進

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．技能試験の円滑な実施
○ 外国人材の知識及び技能を評価・確認するための試験の作成・更新、実施を
支援します。

２．外国人材が働きやすい環境の整備
○ 農業、漁業、飲食料品製造業及び外食業の各分野で就労する外国人材が働
きやすい環境整備等のために、優良事例の収集・周知や相談窓口の設置等の
取組を支援します。

外国人材受入総合支援事業

国

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］
（農業分野）経営局就農・女性課 （03-6744-2162）
（漁業分野）水産庁企画課 （03-6744-2340）
（飲食料品製造業分野）食料産業局食品製造課 （03-6744-2397）
（外食業分野）食料産業局食文化・市場開拓課外食産業室（03-6744-7177）

日本で即戦力となり得る知識及び技能を有しているかを確認するために必要な試験の
作成・更新、国内外での試験の実施。

１．技能試験の円滑な実施

試験の作成・更新 試験の実施 試験結果の通知

国 民間団体等
定額 定額

漁協等

定額
民間団体等

(２の一部事業)

優良事例の
収集・周知

２．外国人材が働きやすい環境の整備

相談窓口の
設置

制度の周知等
（説明会等）

民間団体等

国

支援
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